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「使用済自動車の再資源化等に関する法律」からの抜粋 
 

 

【解体自動車の全部再資源化の実施の委託に係る認定に関する規定】 

  
第三十一条  自動車製造業者等は、解体業者又は破砕業者に委託して、解体自動車の全

部再資源化（再資源化のうち、解体業者が第十六条第二項の主務省令で定める再資源化に

関する基準に従って再資源化を行った後の解体自動車を解体自動車全部利用者（当該解体

自動車をその原材料として利用する事業として主務省令で定めるものを国内において行う者

に限る。）がその原材料として利用することができる状態にするものをいう。以下同じ。）を行

おうとするときは、主務省令で定めるところにより、次の各号のいずれにも適合していることに

ついて、主務大臣の認定を受けることができる。  

一  当該全部再資源化が、解体自動車を破砕して行う再資源化に比して著しく廃棄物の減

量及び資源の有効な利用に資するものであること。  

二  委託を受ける解体業者又は破砕業者が当該全部再資源化を適正かつ円滑に行うこと

ができる技術的能力を有するものであること。  

２  前項の認定を受けようとする者は、主務省令で定めるところにより、次に掲げる事項を記

載した申請書その他主務省令で定める書類を主務大臣に提出しなければならない。  

一  氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名  

二  全部再資源化の委託を受ける解体業者又は破砕業者の氏名又は名称及び住所並び

に法人にあっては、その代表者の氏名  

三  解体自動車全部利用者の氏名又は名称  

四  全部再資源化の方法及びこれにより発生が抑制される自動車破砕残さの量  

３  主務大臣は、第一項の認定の申請に係る全部再資源化が同項各号のいずれにも適合

していると認めるときは、同項の認定をするものとする。  

４  主務大臣は、第一項の認定をしたときは、速やかに、その旨及びその内容を資金管理法

人に通知するものとする。 

 

 

【再資源化預託金等の預託義務に関する規定】 

 

第七十三条  自動車（第三項に規定するものを除く。以下この項及び次項において同じ。）

の所有者は、当該自動車が最初の自動車登録ファイルへの登録（道路運送車両法第四条 

の規定による自動車登録ファイルへの登録をいう。以下同じ。）を受けるとき（同法第三条 に

規定する軽自動車（同法第五十八条第一項 に規定する検査対象外軽自動車を除く。）にあ

っては当該自動車が最初の自動車検査証の交付（同法第六十条第一項 又は第七十一条

第四項 の規定による自動車検査証の交付をいう。以下同じ。）を受けるとき、同法第五十八

条第一項 に規定する検査対象外軽自動車にあっては当該自動車が最初の車両番号の指

定（同法第九十七条の三第一項 の規定による車両番号の指定をいう。以下同じ。）を受ける

とき）までに、当該自動車に係る再資源化等料金（次の表の上欄に掲げる自動車の区分に応

じ、それぞれ当該自動車に係る特定再資源化等物品を第二十一条の規定により引き取るべ

き自動車製造業者等が第三十四条第一項の規定により公表した同表の中欄に掲げる料金

（当該自動車製造業者等が存しない場合又は当該自動車製造業者等を確知することができ

ない場合（次項各号において「製造業者不存在の場合」という。）にあっては、指定再資源化

機関が第百八条第一項の規定により公表した同表の下欄に掲げる料金）をいう。第三項にお

参考２ 
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いて同じ。）に相当する額の金銭を再資源化等預託金として資金管理法人に対し預託しなけ

ればならない。 

一 指定回収物品及び特定エアコンディ

ショナーのいずれも搭載されていない自

動車 

第三十四条第一項第一

号に定める料金 

第百八条第一項第一

号に定める料金 

二 指定回収物品が搭載されている自動

車（第四号上欄に掲げる自動車を除く。） 

第三十四条第一項第一

号及び第二号に定める

料金 

第百八条第一項第一

号及び第二号に定め

る料金 

三 特定エアコンディショナーが搭載され

ている自動車（次号上欄に掲げる自動車

を除く。） 

第三十四条第一項第一

号及び第三号に定める

料金 

第百八条第一項第一

号及び第三号に定め

る料金 

四 指定回収物品及び特定エアコンディ

ショナーのいずれも搭載されている自動

車 

第三十四条第一項各号

に定める料金 

第百八条第一項各号

に定める料金 

 

２  自動車の所有者は、当該自動車が前項に規定する最初の自動車登録ファイルへの登

録又は最初の自動車検査証の交付若しくは最初の車両番号の指定を受けた後に、当該自

動車に次の各号に掲げる物品を搭載した場合には、当該自動車を使用済自動車として引取

業者に引き渡すときまでに、それぞれ当該各号に掲げる料金に相当する額の金銭を当該自

動車に係る再資源化等預託金として資金管理法人に対し追加して預託しなければならない。  

一  指定回収物品 当該自動車に係る第三十四条第一項第二号に定める料金（製造業者

不存在の場合にあっては、第百八条第一項第二号に定める料金）  

二  特定エアコンディショナー 当該自動車に係る第三十四条第一項第三号に定める料金

（製造業者不存在の場合にあっては、第百八条第一項第三号に定める料金）  

３  自動車（道路運送車両法第二条第五項 に規定する運行の用に供しないことその他の理

由により、自動車登録ファイルへの登録又は自動車検査証の交付若しくは車両番号の指定

を受けることを要しない自動車に限る。以下この項において同じ。）の所有者は、当該自動車

を使用済自動車として引取業者に引き渡すときまでに、当該自動車に係る再資源化等料金

に相当する額の金銭を再資源化等預託金として資金管理法人に対し預託しなければならな

い。  

４  第一項又は前項の規定により再資源化等預託金を預託する自動車の所有者は、当該

自動車に係る情報管理料金（第百十四条に規定する情報管理センター（以下この章、次章及

び第六章第一節において単に「情報管理センター」という。）が、当該自動車が使用済自動車

となった場合において当該使用済自動車について行う同条の情報管理業務に関し、政令で

定めるところにより主務大臣の認可を受けて定める料金をいう。以下同じ。）に相当する額の

金銭を情報管理預託金として資金管理法人に対し預託しなければならない。  

５  情報管理センターは、前項の認可を受けたときは、主務省令で定めるところにより、当該

情報管理料金を公表しなければならない。  

６  資金管理法人は、第一項から第四項までの規定により預託をする者に対し、再資源化

等預託金及び情報管理預託金（以下「再資源化預託金等」という。）の管理に関し、政令で定

めるところにより主務大臣の認可を受けて定める料金を請求することができる。  

７  資金管理法人は、前項の認可を受けたときは、主務省令で定めるところにより、当該料

金を公表しなければならない。 
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【指定法人業務に関する規定】 

 

（資金管理業務）  
第九十二条  主務大臣は、営利を目的としない法人であって、次条に規定する業務（以下

「資金管理業務」という。）を適正かつ確実に行うことができると認められるものを、その申請

により、全国を通じて一個に限り、資金管理法人として指定することができる。  

２  主務大臣は、前項の規定による指定をしたときは、当該資金管理法人の名称、住所及び

事務所の所在地を公示しなければならない。  

３  資金管理法人は、その名称、住所又は事務所の所在地を変更しようとするときは、あら

かじめ、その旨を主務大臣に届け出なければならない。  

４  主務大臣は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を公示しなけ

ればならない。 

 

第九十三条  資金管理法人は、次に掲げる業務を行うものとする。  

一  再資源化預託金等の管理を行うこと。  

二  再資源化預託金等の預託に関する証明を行うこと。  

三  前二号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。  

 

（再資源化等業務）  
第百五条  主務大臣は、営利を目的としない法人であって、次条に規定する業務（以下「再

資源化等業務」という。）を適正かつ確実に行うことができると認められるものを、その申請に

より、全国を通じて一個に限り、指定再資源化機関として指定することができる。 

 

第百六条  指定再資源化機関は、次に掲げる業務を行うものとする。  

一  自動車製造業者等であってその製造等に係る自動車の台数が主務省令で定める台数

に満たないもの（以下「特定自動車製造業者等」という。）の委託を受けて、当該特定自動車

製造業者等が再資源化等を行うべき特定再資源化等物品の再資源化等に必要な行為を実

施すること。  

二  第二十一条の規定により引き取るべき自動車製造業者等が存せず、又は当該自動車

製造業者等を確知することができない特定再資源化等物品の再資源化等に必要な行為を実

施すること。  

三  市町村の長の申出を受けて、離島の地域として政令で定める地域のうち主務大臣が引

取業者への使用済自動車の引渡しに支障が生じている地域として主務省令で定める条件に

該当する旨を公示した地域をその区域とする市町村が、引取業者に使用済自動車を引き渡

すために行う運搬その他の当該支障を除去するための措置を講ずる場合において、当該市

町村に対し、当該措置に要する費用に充てるための資金の出えんその他の協力を行うこと。  

四  使用済自動車、解体自動車若しくは特定再資源化等物品又はこれらの処理に伴って生

じた廃棄物が不適正に処分された場合において、廃棄物処理法第十九条の七第一項 又は

第十九条の八第一項 の規定による支障の除去等の措置を講ずる地方公共団体に対し、資

金の出えんその他の協力を行うこと。  

五  前号に規定する場合において、廃棄物処理法第十九条の七第一項  又は 第十九条の

八第一項 の規定により地方公共団体の長が撤去した解体自動車又は特定再資源化等物

品を引き取り、これらの再資源化等に必要な行為を実施すること。  
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六  前号に掲げるもののほか、地方公共団体その他の者の求めに応じ、引取り又は引渡し

が適正に行われていない解体自動車又は特定再資源化等物品を引き取り、これらの再資源

化等に必要な行為を実施すること。  

七  使用済自動車、解体自動車及び特定再資源化等物品の引取り及び引渡し並びに再資

源化等の実施に関し、必要な調査並びに知識の普及及び啓発を行うこと。  

八  使用済自動車、解体自動車及び特定再資源化等物品の引取り及び引渡し並びに再資

源化等の実施に関し、自動車の所有者、関連事業者、自動車製造業者等その他の者の照会

に応じ、これを処理すること。  

九  前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。  
 

 

【廃棄物処理法の規定から抜粋】 
 
第十九条の四  一般廃棄物処理基準（特別管理一般廃棄物にあつては、特別管理一般廃棄物処理
基準）に適合しない一般廃棄物の収集、運搬又は処分が行われた場合において、生活環境の保全上
支障が生じ、又は生ずるおそれがあると認められるときは、市町村長（前条第三号に掲げる場合にあ

つては、環境大臣。第十九条の七において同じ。）は、必要な限度において、当該収集、運搬又は処分
を行つた者（第六条の二第一項の規定により当該収集、運搬又は処分を行つた市町村を除くものとし、
同条第六項若しくは第七項又は第七条第十四項の規定に違反する委託により当該収集、運搬又は処
分が行われたときは、当該委託をした者を含む。次条第一項及び第十九条の七において「処分者等」
という。）に対し、期限を定めて、その支障の除去又は発生の防止のために必要な措置（以下「支障の
除去等の措置」という。）を講ずべきことを命ずることができる。 
 
第十九条の五    産業廃棄物処理基準又は産業廃棄物保管基準（特別管理産業廃棄物にあつては、
特別管理産業廃棄物処理基準又は特別管理産業廃棄物保管基準）に適合しない産業廃棄物の保管、
収集、運搬又は処分が行われた場合において、生活環境の保全上支障が生じ、又は生ずるおそれが
あると認められるときは、都道府県知事（第十九条の三第三号に掲げる場合及び当該保管、収集、運
搬又は処分を行つた者が当該産業廃棄物を輸入した者（その者の委託により収集、運搬又は処分を
行つた者を含む。）である場合にあつては、環境大臣又は都道府県知事。次条及び第十九条の八にお
いて同じ。）は、必要な限度において、次に掲げる者（次条及び第十九条の八において「処分者等」とい

う。）に対し、期限を定めて、その支障の除去等の措置を講ずべきことを命ずることができる。 
 
（生活環境の保全上の支障の除去等の措置）  
第十九条の七  第十九条の四第一項に規定する場合において、生活環境の保全上の支障が生じ、
又は生ずるおそれがあり、かつ、次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、市町村長は、
自らその支障の除去等の措置の全部又は一部を講ずることができる。この場合において、第二号に該
当すると認められるときは、相当の期限を定めて、当該支障の除去等の措置を講ずべき旨及びその期
限までに当該支障の除去等の措置を講じないときは、自ら当該支障の除去等の措置を講じ、当該措
置に要した費用を徴収する旨を、あらかじめ、公告しなければならない。  
一  第十九条の四第一項の規定により支障の除去等の措置を講ずべきことを命ぜられた処分者等
が、当該命令に係る期限までにその命令に係る措置を講じないとき、講じても十分でないとき、又は講
ずる見込みがないとき。 
 

第十九条の八    第十九条の五第一項に規定する場合において、生活環境の保全上の支障が生じ、

又は生ずるおそれがあり、かつ、次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、都道府県知事
は、自らその支障の除去等の措置の全部又は一部を講ずることができる。この場合において、第二号
に該当すると認められるときは、相当の期限を定めて、当該支障の除去等の措置を講ずべき旨及びそ
の期限までに当該支障の除去等の措置を講じないときは、自ら当該支障の除去等の措置を講じ、当
該措置に要した費用を徴収する旨を、あらかじめ、公告しなければならない。  
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一   第十九条の五第一項の規定により支障の除去等の措置を講ずべきことを命ぜられた処分者等
が、当該命令に係る期限までにその命令に係る措置を講じないとき、講じても十分でないとき、又は講
ずる見込みがないとき。 

 

 

（情報管理業務）  
第百十四条  主務大臣は、営利を目的としない法人であって、次条に規定する業務（以下

「情報管理業務」という。）を適正かつ確実に行うことができると認められるものを、その申請

により、全国を通じて一個に限り、情報管理センターとして指定することができる。 

 

第百十五条  情報管理センターは、次に掲げる業務を行うものとする。  

一  第八十一条各項 の規定による報告、第八十五条 及び 第八十六条 の規定による閲覧

並びに 第八十八条第一項及び第二項 の規定による通知に係る事務（次号において「報告管

理事務」という。）を電子情報処理組織により処理するために必要な電子計算機その他の機

器を使用し、及び管理すること。  

二  報告管理事務を電子情報処理組織により処理するために必要なプログラム、ファイルそ

の他の資料を作成し、及び保管すること。  

三  第七十六条第二項 （同条第三項及び第五項において準用する場合を含む。第百十七

条第一項及び第二項第一号において同じ。）の規定による電気通信回線を通じた送信、第八

十四条の規定による保存、第八十五条及び第八十六条 の規定による交付、第八十八条第

一項及び第二項の規定による通知並びに同条第四項から第六項までの規定による報告を行

うこと。  

四  前三号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。  

 
（移動報告）  
第八十一条  引取業者は、使用済自動車を引き取ったときは、主務省令で定めるところにより、主務
省令で定める期間内に、当該使用済自動車の引取りを求めた者の氏名又は名称、当該使用済自動車
の車台番号その他の主務省令で定める事項を情報管理センターに報告しなければならない。  

２  引取業者は、フロン類回収業者又は解体業者に使用済自動車を引き渡したとき（当該フロン類回
収業者又は解体業者に当該使用済自動車を引き渡すために行う運搬を他人に委託する場合にあって
は、当該使用済自動車の運搬を受託した者に当該使用済自動車を引き渡したとき）は、主務省令で定
めるところにより、主務省令で定める期間内に、当該使用済自動車の引渡しを受ける者の氏名又は名
称、当該使用済自動車の車台番号その他の主務省令で定める事項を情報管理センターに報告しなけ
ればならない。  
３  フロン類回収業者は、使用済自動車を引き取ったときは、主務省令で定めるところにより、主務省
令で定める期間内に、当該使用済自動車の引取りを求めた者の氏名又は名称、当該使用済自動車の
車台番号その他の主務省令で定める事項を情報管理センターに報告しなければならない。  
４  フロン類回収業者は、自動車製造業者等又は指定再資源化機関にフロン類を引き渡したとき（当
該自動車製造業者等又は指定再資源化機関に当該フロン類を引き渡すために行う運搬を他人に委託
する場合にあっては、当該フロン類の運搬を受託した者に当該フロン類を引き渡したとき）は、主務省
令で定めるところにより、主務省令で定める期間内に、当該フロン類の引渡しを受ける者の氏名又は
名称、当該フロン類に係る使用済自動車の車台番号その他の主務省令で定める事項を情報管理セン

ターに報告しなければならない。  
５  フロン類回収業者は、主務省令で定めるところにより、主務省令で定める期間ごとに、当該期間内
に回収して再利用をしたフロン類の量、当該フロン類に係る使用済自動車の車台番号その他の主務
省令で定める事項を情報管理センターに報告しなければならない。  
 
 



6 
 

６  フロン類回収業者は、解体業者に使用済自動車を引き渡したとき（当該解体業者に当該使用済自
動車を引き渡すために行う運搬を他人に委託する場合にあっては、当該使用済自動車の運搬を受託
した者に当該使用済自動車を引き渡したとき）は、主務省令で定めるところにより、主務省令で定める
期間内に、当該使用済自動車の引渡しを受ける者の氏名又は名称、当該使用済自動車の車台番号
その他の主務省令で定める事項を情報管理センターに報告しなければならない。  
７  解体業者は、使用済自動車又は解体自動車を引き取ったときは、主務省令で定めるところにより、

主務省令で定める期間内に、当該使用済自動車又は解体自動車の引取りを求めた者の氏名又は名
称、当該使用済自動車又は解体自動車の車台番号その他の主務省令で定める事項を情報管理セン
ターに報告しなければならない。  
８  解体業者は、自動車製造業者等又は指定再資源化機関に指定回収物品を引き渡したとき（当該
自動車製造業者等又は指定再資源化機関に当該指定回収物品を引き渡すために行う運搬を他人に
委託する場合にあっては、当該指定回収物品の運搬を受託した者に当該指定回収物品を引き渡した
とき）は、主務省令で定めるところにより、主務省令で定める期間内に、当該指定回収物品の引渡しを
受ける者の氏名又は名称、当該指定回収物品に係る使用済自動車の車台番号その他の主務省令で
定める事項を情報管理センターに報告しなければならない。  
９  解体業者は、他の解体業者、破砕業者又は解体自動車全部利用者に使用済自動車又は解体自
動車を引き渡したとき（当該他の解体業者、破砕業者又は解体自動車全部利用者に当該使用済自動
車又は解体自動車を引き渡すために行う運搬を他人に委託する場合にあっては、当該使用済自動車
又は解体自動車の運搬を受託した者に当該使用済自動車又は解体自動車を引き渡したとき）は、主
務省令で定めるところにより、主務省令で定める期間内に、当該使用済自動車又は解体自動車の引

渡しを受ける者の氏名又は名称（当該解体自動車が第三十一条第一項の規定により自動車製造業者
等が主務大臣の認定を受けて行う全部再資源化の委託に係るものである場合にあっては、その旨並
びに当該自動車製造業者等及び当該解体自動車の引渡しを受ける解体自動車全部利用者の氏名又
は名称）、当該使用済自動車又は解体自動車の車台番号その他の主務省令で定める事項を情報管
理センターに報告しなければならない。  
１０  破砕業者は、解体自動車を引き取ったときは、主務省令で定めるところにより、主務省令で定め
る期間内に、当該解体自動車の引取りを求めた者の氏名又は名称、当該解体自動車の車台番号そ
の他の主務省令で定める事項を情報管理センターに報告しなければならない。  
１１  破砕業者は、他の破砕業者又は解体自動車全部利用者に解体自動車を引き渡したとき（当該
他の破砕業者又は解体自動車全部利用者に当該解体自動車を引き渡すために行う運搬を他人に委
託する場合にあっては、当該解体自動車の運搬を受託した者に当該解体自動車を引き渡したとき）は、
主務省令で定めるところにより、主務省令で定める期間内に、当該解体自動車の引渡しを受ける者の
氏名又は名称（当該解体自動車が第三十一条第一項の規定により自動車製造業者等が主務大臣の
認定を受けて行う全部再資源化の委託に係るものである場合にあっては、その旨並びに当該自動車

製造業者等及び当該解体自動車の引渡しを受ける解体自動車全部利用者の氏名又は名称）、当該
解体自動車の車台番号その他の主務省令で定める事項を情報管理センターに報告しなければならな
い。  
１２  破砕業者は、自動車製造業者等又は指定再資源化機関に自動車破砕残さを引き渡したとき（当
該自動車製造業者等又は指定再資源化機関に当該自動車破砕残さを引き渡すために行う運搬を他
人に委託する場合にあっては、当該自動車破砕残さの運搬を受託した者に当該自動車破砕残さを引
き渡したとき）は、主務省令で定めるところにより、主務省令で定める期間内に、当該自動車破砕残さ
の引渡しを受ける者の氏名又は名称、当該自動車破砕残さに係る使用済自動車の車台番号その他
の主務省令で定める事項を情報管理センターに報告しなければならない。  
１３  自動車製造業者等又は指定再資源化機関は、特定再資源化等物品を引き取ったときは、主務
省令で定めるところにより、主務省令で定める期間内に、当該特定再資源化等物品の引取りを求めた
者の氏名又は名称、当該特定再資源化等物品に係る使用済自動車の車台番号その他の主務省令で
定める事項を情報管理センターに報告しなければならない。 

（ファイルの記録の保存）  
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第八十四条  情報管理センターは、移動報告により報告された情報に係るファイルの記録を、当該移
動報告を受けた日から主務省令で定める期間保存しなければならない。  
（ファイルの閲覧の請求等）  
第八十五条  関連事業者等は、主務省令で定めるところにより、情報管理センターに対し、ファイルに
記録されている事項であってその者が引き取った使用済自動車、解体自動車又は特定再資源化等物
品（以下この章において「使用済自動車等」と総称する。）に係るものについて、電子情報処理組織を

使用して行う閲覧（以下「ファイルの閲覧」という。）又は当該事項を記載した書類若しくは当該事項を
記録した磁気ディスク（以下「書類等」という。）の交付を請求することができる。  
２  関連事業者等（引取業者を除く。）は、使用済自動車等の引取りを求められたときは、主務省令で
定めるところにより、情報管理センターに対し、ファイルに記録されている事項であって当該引取りを求
められた使用済自動車等に係るものについて、ファイルの閲覧又は書類等の交付を請求することがで
きる。  
３  第三十一条第一項の認定を受けた自動車製造業者等は、主務省令で定めるところにより、情報
管理センターに対し、ファイルに記録されている事項であって当該自動車製造業者等が当該認定を受
けてその全部再資源化の実施を委託した解体自動車に係るものについて、ファイルの閲覧又は書類
等の交付を請求することができる。  
４  前三項の規定により書類等の交付を請求する者は、政令で定めるところにより情報管理センター
が主務大臣の認可を受けて定める額の手数料を情報管理センターに納めなければならない。  
第八十六条  資金管理法人は、主務省令で定めるところにより、情報管理センターに対し、ファイルに
記録されている事項について、ファイルの閲覧又は書類等の交付を請求することができる。  

（都道府県知事への報告等）  
第八十八条  情報管理センターは、第八十一条第一項、第三項、第七項又は第十項の規定による報
告（以下この条において「引取実施報告」という。）を受けた後主務省令で定める期間内に、当該引取
実施報告を行った者が行うべき同条第二項、第六項、第八項、第九項、第十一項又は第十二項の規
定による報告（以下この条において「引取後引渡実施報告」という。）を受けないときは、遅滞なく、その
旨を当該引取実施報告を行った者に通知しなければならない。  
２  情報管理センターは、第八十一条第二項、第四項、第六項、第八項、第九項、第十一項又は第十
二項の規定による報告（同条第九項又は第十一項の規定による報告にあっては、解体自動車全部利
用者への引渡しに係るものを除く。以下この条において「引渡実施報告」という。）を受けた後主務省令
で定める期間内に、当該引渡実施報告により報告された使用済自動車等の引渡しを受ける者（以下こ
の条において単に「引渡しを受ける者」という。）が行うべき同条第三項、第七項、第十項又は第十三
項の規定による報告（以下この条において「引渡後引取実施報告」という。）を受けないときは、遅滞な
く、その旨を当該引渡実施報告を行った者に通知しなければならない。 

 

 

 
（再資源化預託金等の払渡し）  
第七十六条 
２  前項の資金管理法人に対する書類等の提出は、主務省令で定めるところにより、情報管理センタ
ーに委託して当該書類等に記載され、又は記録されるべき事項を情報管理センターの使用に係る電
子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）から電気通信回線を通じて資金管理法人の使用に係る電
子計算機に送信することによって行うことができる。 
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【特定再資源化預託金等の発生事由、出えんに関する規定】  
 
第九十八条   資金管理法人は、その管理する再資源化預託金等（その利息を含む。以下

この条において同じ。）のうちに、次の各号のいずれかに該当するもの（以下「特定再資源化

預託金等」という。）があるときは、政令で定めるところにより、主務大臣の承認を受けて、当

該特定再資源化預託金等をその資金管理業務の実施に要する費用に充て、又は指定再資

源化機関に対し第百六条第二号から第五号までの業務に要する費用に充てることを条件と

して、若しくは情報管理センターに対し第百十四条に規定する情報管理業務に要する費用に

充てることを条件として出えんすることができる。  

一   再資源化預託金等が預託されている自動車の所有者に係る第七十八条第一項の取

戻しの権利が同条第二項の規定により消滅した場合における当該再資源化預託金等  

 

二   解体自動車が解体自動車全部利用者に引き渡された場合（当該解体自動車が第三十

一条第一項の規定により自動車製造業者等が主務大臣の認定を受けて行う全部再資源化

の委託に係るものである場合を除く。）における当該解体自動車に係る再資源化等預託金

（第三十四条第一項第一号に定める料金又は第百八条第一項第一号に定める料金に相当

するものに限る。）  

 

三   フロン類回収業者がフロン類の再利用をした場合における当該フロン類の破壊に係る

再資源化等預託金  

 

四   再資源化預託金等が預託されている自動車が最後に自動車検査証の交付又は自動

車検査証の返付（道路運送車両法第六十二条第二項 （同法第六十七条第四項 において

準用する場合を含む。）の規定による自動車検査証の返付をいう。以下同じ。）を受けた日か

ら起算して二十年を経過する日（以下この号において「期限日」という。）までの間に当該自動

車に係る特定再資源化等物品に係る再資源化等預託金又は情報管理預託金について第七

十六条第一項（同条第三項において準用する場合を含む。次号において同じ。）、第四項及

び第六項の規定による払渡しの請求がない場合における当該再資源化預託金等（前三号に

掲げるもの及び当該自動車の所有者が主務省令で定めるところにより期限日以後において

も当該自動車を継続して使用する旨を資金管理法人に通知した場合における当該再資源化

預託金等を除く。）  

 

五   前各号に掲げるもののほか第七十六条第一項、第四項及び第六項の規定による払渡

しの必要がないものとして主務大臣が認める場合における当該再資源化預託金等  

 

２   資金管理法人は、前項の規定により特定再資源化預託金等をその資金管理業務の実

施に要する費用に充て、又は指定再資源化機関若しくは情報管理センターに対し出えんした

後において、なお主務省令で定める額を超える額の特定再資源化預託金等があるときは、

資金管理法人が定める期間（次項において「特定期間」という。）に限り、自動車の所有者が

第七十三条第一項又は第三項の規定により預託すべき再資源化等預託金の一部を負担す

ることができる。 

 

 

 

 



9 
 

【平成十六年九月三十日経済産業省・環境省告示第七号からの抜粋】 
 
使用済自動車の再資源化等に関する法律（以下「法」という。）第九十八条第一項第五 
号の主務大臣が認める場合は、次のいずれかに該当する場合とする。 
一法第九条第一項の規定により引取業者が特定エアコンディショナーが搭載されていな 
い使用済自動車について再資源化預託金等が資金管理法人に対し預託されているかどう 

かを確認したときに、当該使用済自動車に係る法第三十四条第一項第三号又は第百八条 
第一項第三号に定める料金に相当する額の金銭が再資源化等預託金として資金管理法人 
に対し預託されていた場合 
二法第九条第一項の規定により引取業者がガス発生器が搭載されていない使用済自動車 
について再資源化預託金等が資金管理法人に対し預託されているかどうかを確認したと 
きに、当該使用済自動車に係る法第三十四条第一項第二号又は第百八条第一項第二号に 
定める料金に相当する額の金銭が再資源化等預託金として資金管理法人に対し預託され 
ていた場合 
三法第九十八条第二項の規定により資金管理法人が自動車の所有者が預託すべき再資源 
化等預託金の一部を負担した場合における当該自動車の所有者が、法第七十八条第一項 
の規定により当該再資源化預託金等の額から負担金の額及びその利息の額を控除した額 
の金銭の取戻しの請求を行った場合 

 


